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諮問庁：外務大臣 

諮問日：令和２年１月８日（令和２年（行情）諮問第１０号ないし同第１２

号）及び同月１５日（同第２０号ないし同第２８号） 

答申日：令和３年７月８日（令和３年度（行情）答申第１２２号ないし同第１

３３号） 

事件名：特定年月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連文書の一部開示

決定に関する件 

    特定年月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連文書の一部開示

決定に関する件 

    特定年月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連文書の一部開示

決定に関する件 

    特定年月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連文書の一部開示

決定に関する件 

    特定年月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連文書の一部開示

決定に関する件 

    特定年月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連文書の一部開示

決定に関する件 

    特定年月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連文書の一部開示

決定に関する件 

    特定年月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連文書の一部開示

決定に関する件 

    特定年月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連文書の一部開示

決定に関する件 

    特定年月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連文書の一部開示

決定に関する件 

    特定年月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連文書の一部開示

決定に関する件 

    特定年月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連文書の一部開示

決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の１に掲げる文書（以下，併せて「本件請求文書」という。）の各

開示請求に対し，別紙の２に掲げる文書（以下，併せて「本件対象文書」

という。）を特定し，その一部を不開示とした各決定については，別紙の

３に掲げる部分を開示すべきであり，別紙の４に掲げる文書を対象として，
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改めて開示決定等をすべきである。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく各開示請求に対し，令和元年９月２日付け情報公開第０

１２５２号，同第０１２５３号，同第０１２５４号，同第０１１７４号，

同第０１１７５号，同第０１１９７号，同第０１１８７号，同第０１１８

８号，同第０１１９９号，同第０１１９５号，同第０１１９６号及び同第

０１１９８号により外務大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）

が行った各一部開示決定（以下，順に「原処分１」ないし「原処分１２」

といい，併せて「原処分」という。）について，その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

（１）特定されるべき文書に漏れがないか確認を求める。 

    審査請求人は確認するすべを持たないので，特定されるべき文書に漏

れがないか念のため確認を求める。 

 （２）電磁的記録についても確認を求める。 

    本件対象文書に電磁的記録が存在すれば，それについても特定を求め

る。 

 （３）一部に対する不開示決定の取り消し。 

記録された内容を精査し，支障が生じない部分については開示すべき

である。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 経緯 

（１）処分庁は，令和元年７月２日付けで受領した審査請求人からの本件請

求文書に対し，本件対象文書を特定し，一部開示とする原処分を行った。

これに対して審査請求人は令和元年９月１４日付けで，９月２日に決定

を行った本件を含む２２件の決定分と併せ，原処分の取り消し等を求め

る旨の審査請求を行った。 

（２）審査請求人は，令和元年６月１４日付けで「２０１９年１月から３月

に行われた行政文書開示に係る決裁関連文書に関するもの」という件名

で１件の情報公開請求を行ったが，同期間における開示決定の件数は２

２１件と膨大であり，かつ，それぞれの案件は相互に密接な関連性を有

するものではなく，１件として扱うことはできなかったことから，審査

請求人に対し請求対象を絞り込む旨の補正を行った。同補正を受け，審

査請求人から期間を２０１９年３月分に絞り込みたく，同期間に行われ

た開示決定案件のリストの提供を受けたい旨の求めがあったため，同期

間に行われた開示決定案件のリスト（５７件分）を審査請求人に提供し

たところ，審査請求人は「同リストに記載された５７件分の開示決定に
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係る決裁関連書類に関するもの」につき開示請求を行いたい旨回答した。

処分庁からは，更に，同５７件はそれぞれ個別の開示請求であって，相

互に密接な関連性は認められないことから，それぞれ個別の案件として

開示請求するよう審査請求人に求めた結果，審査請求人からは本件を含

む５７件の開示請求がなされた。処分庁では，うち１件については最初

に請求が接到した６月１４日に受付を行い，残りの５６件については請

求手数料の接到を待って７月２日に受付を行った。うち，２２件につい

ては１０条延長を行って，それぞれ，７月１８日，８月１日，９月２日

に決定を行ったところ，その全てにつき審査請求がなされたもの。 

２ 本件対象文書について 

  本件請求文書にかかる決裁関連文書は別紙の２のとおりである。 

３ 不開示とした部分について 

原処分１から原処分５，原処分１０及び原処分１１の各文書１の不開示

部分は，外務省における行政文書ファイル管理に係る内部用の識別情報で

あり，公にすることにより，外交記録公開事務及び文書管理事務の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあるため，法５条６号に該当し不開示とした。 

また，原処分１の文書３から７，原処分２の文書３から７，原処分３の

文書２から６，原処分４の文書３から７，原処分５の文書３から７，原処

分６の文書３から７，原処分７の文書３から６，原処分８の文書３から７，

原処分９の文書３から７，原処分１０の文書３から７，原処分１１の文書

３から７及び原処分１２の文書３から７の不開示部分は，個人に関する情

報であって，特定の個人を識別できるものであるため，公表慣行があるも

のを除き，法５条１号に該当し不開示とした。 

４ 審査請求人の主張について 

審査請求人は，「①特定されるべき文書に漏れがないか確認を求め

る。」，「②電磁的記録についても確認を求める。」，「③一部に対する

不開示決定の取り消し。」等を主張する。①に関しては上記２のとおり決

裁関連文書の全てにつき特定を行ったものであって，漏れはない。②につ

いては，右にて特定した文書は，全て紙媒体で作成・取得したものであり，

電磁的記録は存在しない。③に関しては，上記３のとおり，処分庁は対象

文書の不開示事由の該当性を厳正に審査した上で，原処分を行っている。

したがって，①から③の何れも審査請求人の主張には理由がない。 

５ 結論 

上記の論拠に基づき，諮問庁としては，原決定を維持することが妥当で

あると判断する。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件各諮問事件について，以下のとおり，併合し，調査審

議を行った。 
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① 令和２年１月８日   諮問の受理（令和２年（行情）諮問第１０

号ないし同第１２号） 

   ② 同日         諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

③ 同月１５日      諮問の受理（令和２年（行情）第２０号な

いし同第２８号） 

   ④ 同日         諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

⑤ 同月２０日      審議（令和２年（行情）第１０号ないし同

第１２号） 

⑥ 同月２８日      審議（令和２年（行情）第２０号ないし同

第２８号） 

⑦ 令和３年７月１日   本件対象文書の見分（令和２年（行情）第

１０号ないし同第１２号及び同第２０号ない

し同第２８号），令和２年（行情）諮問第１

０号ないし同第１２号及び同第２０号ないし

同第２８号の併合並びに審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件各開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものである。 

審査請求人は，他の文書の特定及び本件対象文書の電磁的記録の特定並

びに不開示部分の開示を求めており，諮問庁は原処分を妥当としているこ

とから，以下，本件対象文書の見分結果に基づき，本件対象文書の特定の

妥当性及び不開示情報該当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）本件対象文書の特定について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確

認させたところ，諮問庁から次のとおり説明があった。 

ア 本件各開示請求は，特定の開示請求に係る決裁関連文書を求めるも

のであったことから，当該決裁を行った担当部署において保有する本

件対象文書を特定した。 

イ 通常，開示請求に対する決裁関連文書としては，①対象行政文書の

特定の妥当性及び開示・不開示の判断を行うための決裁書一式（決裁

書鑑，決裁書本文，請求対象行政文書の一覧表及び不開示部分がある

場合は不開示理由一覧表），②対象行政文書（開示請求に係る特定文

書で不開示部分がある場合には，不開示部分が分かるようにマーキン

グ等されている文書を含む。），③行政文書開示請求書（開示請求者

からの請求書），④作業依頼書（開示請求窓口である外交記録・情報

公開室から担当部署への作業依頼書），⑤開示請求書の受付書（開示

請求を受け付けた旨を開示請求者に通知するもの），⑥延長通知書（

法１０条又は１１条の規定により開示決定等の期限を延長した場合の
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み）及び⑦開示等決定通知書の各文書が保存されている。 

ウ 原処分７の事案においては，法１０条又は１１条の規定による開示

決定等の延長の手続は行っておらず，⑥に該当する文書は作成も取得

もしていないことから，⑥を除いた本件対象文書を特定したものであ

り，原処分１ないし原処分６及び原処分８ないし原処分１２の事案に

ついては，法１０条又は１１条の規定による開示決定等の延長の手続

を行っていることから①ないし⑦に該当する本件対象文書を特定した

ものである。なお，開示請求書に不備がある場合等に開示請求者に対

し，補正を求める場合があり，その場合は開示請求者とのやり取りを

行った文書を保存することとしているが，本件においては開示請求者

に対して補正を求めた事実もなく，本件対象文書の外に本件請求文書

に該当する文書は保有していない。 

エ また，本件対象文書は紙媒体として作成・取得したもの又は電磁的

記録として作成・取得したものであるが，決裁を受ける際は一元的な

文書管理システムを用いた電子決裁ではなく，紙媒体での決裁だった

こともあり，一連の情報公開請求への対応を終えた後に，決裁関連文

書一式として紙媒体で出力したものをそのまま保存する方が効率的で

あると判断し，紙媒体の状態で行政文書ファイルにとじて保存・管理

している。なお，当初保有していた電磁的記録については，紙媒体で

の保存・管理を開始するまでに廃棄しており，本件開示請求の時点で

は存在しない。 

（２）本件対象文書は紙媒体のみで保有しており，電磁的記録では保有して

いない旨の諮問庁の上記（１）エの説明は不自然，不合理とはいえず，

他に電磁的記録の存在をうかがわせる事情も認められないことから，外

務省において本件対象文書以外に本件請求文書に該当する文書（電磁的

記録）を保有しているとは認められない。 

（３）しかしながら，上記（１）イで説明する②対象行政文書について，不

開示部分がある場合には，対象行政文書の開示・不開示の判断を行う際

に，不開示部分が分かるようにマーキング等されている文書を添付して

決裁を受けるのが一般的であると考えられるところ，原処分１，原処分

２，原処分４ないし原処分６及び原処分８ないし原処分１１については，

かかる文書が特定されておらず，不開示部分が既に黒塗りとなっている

文書が特定されていたため，対象行政文書のうち，不開示部分が分かる

ようにマーキング等されている文書を保有していないか，当審査会事務

局職員をして，諮問庁に確認させたところ，関係部署において，改めて

探索した結果，当審査会指摘の当該文書が確認された，とのことであっ

た。 

   したがって，原処分１，原処分２，原処分４ないし原処分６及び原処
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分８ないし原処分１１については，本件請求文書に該当する文書として，

対象行政文書のうち，不開示部分が分かるようにマーキング等されてい

る文書を保有していると認められるので，これを新たに特定し，改めて

開示決定等をすべきである。 

３ 不開示情報該当性について 

（１）行政文書ファイル管理に係る内部用の識別情報 

ア 別紙の３の番号１に掲げる不開示部分は，ファイル管理に係る識別

情報であることが認められる。 

  当審査会事務局職員をして，不開示とすべき理由について諮問庁に

確認させたところ，諮問庁から次のとおり説明があった。 

（ア）行政文書ファイル管理番号は，ｅ－Ｇｏｖ（電子政府の総合窓

口）にある国民向けの行政文書ファイル管理簿にも記載していない，

また，対外的にも公表していない部内管理用の識別番号である。 

（イ）行政文書ファイルが特定歴史公文書等として外交史料館に移管さ

れ，公表される目録に記載される同ファイルの識別番号は，移管後

に付与される外交史料館における管理番号となり，利用者が，ファ

イルを利用するに当たっては，新たな管理番号が分かれば足りるこ

とであり，一つのファイルに対して，２種類の識別番号を知らせる

ことは，不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれがある。 

（ウ）不当に国民の間に混乱を生じさせる結果，外務省に問合せが殺到

することも考えられ，そうすると，外交記録公開事務及び文書管理

事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため，法５条６号柱

書きに該当し不開示とした。 

イ 諮問庁は，上記（イ）及び（ウ）で一つの行政文書ファイルに対し

て，外交史料館への移管前と移管後で２種類の識別番号が存在し，こ

の２種類の識別番号を公にすることによって，不当に国民の間に混乱

を生じさせ，その結果，問合せが殺到するなどして，外務省の事務の

適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると説明するが，仮にこの２種

類の識別番号を公にしたとしても，不当に国民の間に混乱を生じさせ

るような事態になることは考えられず，諮問庁が説明するような事務

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められないことから，

法５条６号柱書きに該当せず，開示すべきである。 

（２）開示請求者の氏名等の情報 

原処分１の文書３ないし文書７，原処分２の文書３ないし文書７，原

処分３の文書３ないし文書６，原処分４の文書３ないし文書７，原処分

５の文書３ないし文書７，原処分６の文書３ないし文書７，原処分７の

文書３ないし文書６，原処分８の文書３ないし文書７，原処分９の文書

３ないし文書７，原処分１０の文書３ないし文書７，原処分１１の文書
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３ないし文書７及び原処分１２の文書３ないし文書７の不開示部分は，

開示請求者の氏名，所属，郵便番号，電話番号，ＦＡＸ番号，ＦＡＸ保

有の有無及び住所並びに連絡担当者の郵便番号，電話番号及び住所等で

あることが認められる。 

当該部分は，一体として開示請求者等に係る法５条１号本文前段の個

人に関する情報であって，特定の個人を識別することができるものに該

当し，同号ただし書イないしハに該当する事情も認められない。 

さらに，別紙の３の番号２に掲げる部分を除く部分は，個人識別部分

に該当すると認められることから，法６条２項による部分開示の余地は

なく，法５条１号に該当し，不開示とすることが妥当である。 

しかしながら，別紙の３の番号２に掲げる部分は，開示請求者のＦＡ

Ｘ保有の有無が記載されているにすぎず，当該部分のみを公にしたとし

ても，個人を特定することはできず，個人の権利利益が害されるおそれ

はないものと認められるので，法６条２項により開示すべきであり，法

５条１号に該当しない。 

４ 本件各一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の各開示請求に対し，本件対象文書を特

定し，その一部を法５条１号及び６号に該当するとして不開示とした各決

定については，別紙の３に掲げる部分を除く部分は，同条１号に該当する

と認められるので，不開示としたことは妥当であるが，別紙の３に掲げる

部分は，同条１号及び６号柱書きのいずれにも該当せず，開示すべきであ

り，外務省において，本件対象文書の外に開示請求の対象として特定すべ

き文書として別紙の４に掲げる文書を保有していると認められるので，こ

れを対象として，改めて開示決定等をすべきであると判断した。 

（第２部会） 

  委員 白井玲子，委員 佐藤郁美，委員 中川丈久 
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別紙 

 

１ 本件請求文書 

本件請求文書１ ２０１９年３月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連

文書に関するもの（別添リスト５７件）のうち，「行政文書フ

ァイル名：えひめ丸衝突事故（２００１年２月１０日）」 

本件請求文書２ ２０１９年３月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連

文書に関するもの（別添リスト５７件）のうち，「行政文書フ

ァイル名：えひめ丸事故訓令等（２００２年３月３１日）」 

本件請求文書３ ２０１９年３月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連

文書に関するもの（別添リスト５７件）のうち，「行政文書フ

ァイル名：えひめ丸２０（２００３年２月１日）」 

本件請求文書４ ２０１９年３月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連

文書に関するもの（別添リスト５７件）のうち，「「日米核不

拡散協議」（１９９３年３月１８日）」 

本件請求文書５ ２０１９年３月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連

文書に関するもの（別添リスト５７件）のうち，「行政文書フ

ァイル「日米核不拡散協議」（１９９３／３／１８）」 

本件請求文書６ ２０１９年３月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連

文書に関するもの（別添リスト５７件）のうち，「第１５９国

会（平成１６年）において「無形文化遺産の保護に関する条約

の締結について承諾を求めるの件」（条約第５号）の提出にあ

たり，外務省において事前に作成された質疑応答に関する文

書」 

本件請求文書７ ２０１９年３月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連

文書に関するもの（別添リスト５７件）のうち，「外務省ＨＰ

のアクセス分析報告書の日本語版（最新版）」 

本件請求文書８ ２０１９年３月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連

文書に関するもの（別添リスト５７件）のうち，「記者クラブ

配付資料及び報道機関向けに提供することを目的として作成さ

れた文書のうち外務省ホームページ上に掲載していないものの

全て。＊対象期間２０１８年１１月１日～１２月末日」 

本件請求文書９ ２０１９年３月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関連

文書に関するもの（別添リスト５７件）のうち，「各在外教育

施設（補習授業校を除く）から取得した直近年度の決算書」 

本件請求文書１０ ２０１９年３月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関

連文書に関するもの（別添リスト５７件）のうち，「行政文

書ファイル名：緊急事態邦人保護（個別事案）／中国（１９
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９０年３月８日）」 

本件請求文書１１ ２０１９年３月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関

連文書に関するもの（別添リスト５７件）のうち，「行政文

書ファイル名：緊急事態邦人保護（個別事案）／中国（１９

８９年３月３０日）」 

本件請求文書１２ ２０１９年３月に行われた行政文書開示決定に係る決裁関

連文書に関するもの（別添リスト５７件）のうち，「第１５

９国会（平成１６年）において「無形文化遺産の保護に関す

る条約の締結について承諾を求めるの件（条約第５号）の提

出にあたり，外務省が内閣法制局とやりとりした文書」 

 

２ 本件対象文書 

原処分１ 

文書１ 決裁書一式 

文書２ 対象行政文書 

文書３ 行政文書開示請求書 

文書４ 作業依頼書 

文書５ 開示請求の受付について 

文書６ 開示請求に係る決定期限の特例の適用について（通知） 

文書７ 行政文書の開示請求に係る決定について（通知） 

原処分２ 

文書１ 決裁書一式 

文書２ 対象行政文書 

文書３ 行政文書開示請求書 

文書４ 作業依頼書 

文書５ 開示請求の受付について 

文書６ 開示請求に係る決定期限の特例の適用について（通知） 

文書７ 行政文書の開示請求に係る決定について（通知） 

原処分３  

文書１ 決裁書一式 

文書２ 行政文書開示請求書 

文書３ 作業依頼書 

文書４ 開示請求の受付について 

文書５ 開示請求に係る決定期限の特例の適用について（通知） 

文書６ 行政文書の開示請求に係る決定について（通知） 

原処分４ 

文書１ 決裁書一式 

文書２ 対象行政文書 
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文書３ 行政文書開示請求書 

文書４ 情報公開法に基づく開示請求について（作業依頼） 

文書５ 開示請求の受付について 

文書６ 開示請求に係る決定期限の特例の適用について（通知） 

文書７ 行政文書の開示請求に係る決定について（通知） 

原処分５ 

文書１ 決裁書一式 

文書２ 対象行政文書 

文書３ 行政文書開示請求書 

文書４ 情報公開法に基づく開示請求について（作業依頼） 

文書５ 開示請求の受付について 

文書６ 開示請求に係る決定期限の特例の適用について（通知） 

文書７ 行政文書の開示請求に係る決定について（通知） 

原処分６ 

文書１ 決裁書一式 

文書２ 対象行政文書 

文書３ 行政文書開示請求書 

文書４ 作業依頼書 

文書５ 開示請求の受付について 

文書６ 開示請求に係る決定期限の特例の適用について（通知） 

文書７ 行政文書の開示請求に係る決定について（通知） 

原処分７ 

文書１ 決裁書一式 

文書２ 対象行政文書 

文書３ 行政文書開示請求書 

文書４ 作業依頼書 

文書５ 開示請求の受付について 

文書６ 行政文書の開示請求に係る決定について（通知） 

原処分８ 

文書１ 決裁書一式 

文書２ 対象行政文書 

文書３ 行政文書開示請求書 

文書４ 作業依頼書 

文書５ 開示請求の受付について 

文書６ 開示請求に係る決定期限の延長について（通知） 

文書７ 行政文書の開示請求に係る決定について（通知） 

原処分９ 

文書１ 決裁書一式 
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文書２ 対象行政文書 

文書３ 行政文書開示請求書 

文書４ 作業依頼書 

文書５ 開示請求の受付について 

文書６ 開示請求に係る決定期限の特例の適用について（通知） 

文書７ 行政文書の開示請求に係る決定について（通知） 

原処分１０ 

文書１ 決裁書一式 

文書２ 対象行政文書 

文書３ 行政文書開示請求書 

文書４ 作業依頼書 

文書５ 開示請求の受付について 

文書６ 開示請求に係る決定期限の特例の適用について（通知） 

文書７ 行政文書の開示請求に係る決定について（通知） 

原処分１１ 

文書１ 決裁書一式 

文書２ 対象行政文書 

文書３ 行政文書開示請求書他 

文書４ 作業依頼書 

文書５ 開示請求の受付について 

文書６ 開示請求に係る決定期限の特例の適用について（通知） 

文書７ 行政文書の開示請求に係る決定について（通知） 

原処分１２ 

文書１ 決裁書一式 

文書２ 対象行政文書 

文書３ 行政文書開示請求書 

文書４ 作業依頼書 

文書５ 開示請求の受付について 

文書６ 開示請求に係る決定期限の延長について（通知） 

文書７ 行政文書の開示請求に係る決定について（通知） 

 

３ 開示すべき部分 

番号 原処分番号 文書番号等 開示すべき部分 

１ 原処分１ 文書１ 決裁書一式 行政文書ファイル管理に

係る内部用の識別情報 原処分２ 文書１ 決裁書一式 

原処分３ 文書１ 決裁書一式 

原処分４ 文書１ 決裁書一式 
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原処分５ 文書１ 決裁書一式 

原処分１０ 文書１ 決裁書一式 

原処分１１ 文書１ 決裁書一式 

２ 原処分４ 文書３ 行政文書開示請求書 「ＦＡＸ」の右横の不開

示部分 

 

４ 改めて開示決定等をすべき文書 

原処分番号 改めて開示決定等をすべき文書 

原処分１ 対象行政文書のうち，不開示部分が分かるようにマーキング

等されている文書 原処分２ 

原処分４ 

原処分５ 

原処分６ 

原処分８ 

原処分９ 

原処分１０ 

原処分１１ 

 


